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健 康 福 祉 部 
 

厚生保護課・高齢障害課・偕楽荘 

きらめき工房・介護保険課・健康保険課 

少子化対策課・地域包括支援センター・健康推進室 

 

 

健康福祉部は、高齢者や児童などの福祉に関する事業や医療費給付、年金など

に関する業務のほか、市民の健康増進のための事業なども行っています。 
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健康福祉部 厚生保護課 
 
事 業 名 民生委員活動経費 予算額 １０，１１５千円 

◆ 事 業 概 要 
伊賀市民生委員児童委員連合会に対し、研修事業等の活動業務を委託します。また、三重県民生委員 
協議会への負担金や民生委員児童委員の推薦にかかる経費等を支出します。 
 
事 業 名 扶助費 予算額 １，６５７，６６６千円 

◆ 事 業 概 要 
生活保護法で定める扶助費を支出します。前年度比８．９％の増額で、予算額の内訳は次のとおりで

す。 
・ 生活扶助費   ５５０，６４０千円 
・ 住宅扶助費   １１３，５６４千円 
・ 介護扶助費    ５７，０００千円 
・ 医療扶助費   ９１８，１３３千円 
・ その他の扶助費  １８，３２９千円 
 

健康福祉部 高齢障害課 
 
事 業 名  社会福祉一般事務事業 予算額 ２０３，５１８千円 

◆ 事 業 概 要  
社会福祉に関わる一般事務経費及び社会福祉協議会に対する補助金を支払います。 

 
事 業 名  特別障害者手当支給事業 予算額 ５１，７２５千円 

◆ 事 業 概 要 
精神又は身体に重度の重複障害があるため、常時介護が必要である在宅の重度障害者に対して、特別

障害者手当を、また、障害児に対して障害児福祉手当を支給し、福祉の増進することを目的とした国の

給付制度です。 
 
事 業 名  地域福祉推進事業 予算額 ７，８４５千円 

◆ 事 業 概 要 
生活基盤となる地域社会の中で「人が個人としての尊厳を持ち、ハンディーキャップを乗り越え個性

を引き出し、また、安心した日常生活が送れるように支援する」ことを具体化するための計画を策定し、

また、策定後は、計画に基づき、地域福祉を推進する活動を行います。 
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事 業 名 障害者福祉一般事業 予算額 ４４，８５１千円 

◆ 事 業 概 要 
障害者福祉に関わる一般事務経費です。 
障害者自立支援法の施行に合わせ、これまで障害毎に行ってきた相談業務を１ヶ所にまとめ、身体・

知的・精神の３障害の総合相談窓口を開設します。 

 
事 業 名 身体障害者保護事業 予算額 １０４，３８９千円 

◆ 事 業 概 要 
障害者への各種給付事業です。 
 （職親、更生医療、補装具、盲人ホーム、訪問入浴、筋ジス、相互利用、手話通訳、要約筆記、声の

広報発行、重度身体障害者移動支援、福祉機器リサイクル、障害者タイムケア、自動車改造、自動車操

作訓練、グループホーム定着化、生活ホーム） 
 
事 業 名 障害者住宅改造助成事業 予算額 ２，２００千円 

◆ 事 業 概 要 
障害が重度化することを防止し、家族等の介護者に掛かる負担の軽減や福祉サービスを受けやすくす

るために、適切な住環境を整備するなど、在宅福祉サービスの充実にかかる経費を助成します。 

（補助基本１人、６００千円）対象者、身障手帳１・２級の所持者、身障手帳３・４級で車椅子の使用

者、療育手帳Ａの所持者で生活保護世帯は、補助率 １０／１０（うち県負担１／２）または前年度所

得税非課税世帯は、補助率２／３（うち県負担１／２） 
 
事 業 名 障害者小規模作業所運営事業 予算額 ６，２７６千円 

◆ 事 業 概 要 
施設認可基準（２０人）に達しない小規模作業所を運営する団体を助成することにより、心身障害者

の福祉の向上を図ります。 
 
事 業 名 精神障害者社会復帰施設運営事業 予算額 ５，０１６千円 

◆ 事 業 概 要 
就労をめざす精神障害者に雇用促進の場を提供し、社会復帰に必要な訓練を通じて社会的に自立する

ことを支援します。 
 
事 業 名 支援費制度事業 予算額 ７３６，４９３千円 

◆ 事 業 概 要 
施設訓練等支援費、居宅介護支援費、デイサービス支援費、短期入所支援費及び地域生活援助支援費

の給付事業です。 
 
事 業 名 精神障害者居宅生活支援事業 予算額 １２，６４７千円 

◆ 事 業 概 要 
地域の中で精神障害者の日常生活を支援することにより、その自立と社会参加を促進します。 

精神障害者ホームヘルプサービス事業、精神障害者短期入所事業（ショートステイ）、精神障害者地域

生活援助事業（グループホーム） 



 
44

 
事 業 名 老人福祉一般経費 予算額 ８，７５４千円 

◆ 事 業 概 要 
高齢者福祉に関わる一般事務経費。主な事業は、米寿、白寿、百歳以上の人に記念品を贈呈し激励す

る敬老祝事業や、公的年金の支給対象外の外国人高齢者へ月額１０，０００円を支給する外国人高齢者

福祉給付金です。 
 
事 業 名 高齢者保健福祉計画推進事業 予算額 １，２０１千円 

◆ 事 業 概 要 
高齢者の保健・福祉に関する数値目標を定め、計画的かつ総合的な高齢者施策を推進するため、高齢

者保健福祉計画を策定します。（介護保険事業計画と合冊） 
計画の進捗状況や社会情勢や生活環境を的確に把握し、推進体制の実行性を確保するための推進事業

を行います｡ 
 
事 業 名 老人日常生活用具給付事業 予算額 ２６３千円 

◆ 事 業 概 要 
独居老人の通信手段を確保するため、福祉電話の貸与を行います。また、電磁調理器、自動消火器、

火災報知器を給付し、高齢者世帯の人が在宅で日常生活ができるよう支援します。 
 
事 業 名 高齢者住宅改造助成事業 予算額 ２，９９８千円 

◆ 事 業 概 要 
介護度が重度化することを防止し、在宅生活にかかる負担や、福祉サービスを受けやすくするために、

適切な住環境を整備するための経費を助成します。 
【補助基本は１人最高６００，０００円、対象者は要介護認定で養支援以上と判定された高齢者や一人

暮らしの虚弱高齢者など。生活保護世帯は、補助率 １０／１０（うち県負担１／２）、また、所得税

非課税世帯は、補助率２／３（うち県負担１／２）】 

 
事 業 名 紙おむつ購入助成事業 予算額 ３３，８４０千円 

◆ 事 業 概 要 
適切な介護が行われるよう、紙おむつ購入の一部を助成し、在宅生活にかかる世帯の負担の軽減を図

り、福祉の向上を目指します｡ 
【月額、１人５，０００円以内の現物給付】 

 
事 業 名 介護予防・生活支援事業 予算額 ６７，６９６千円 

◆ 事 業 概 要 
介護保険事業以外の在宅サービス等を実施し、高齢者が住み慣れた地域で健康でいきいきした毎日が

過ごせるようにします｡ 
介護予防・転倒予防教室、認知症予防・アクティビティ教室の開催により脳の活性化を図り、軽度生

活援助事業や家族介護者支援事業で在宅生活の継続が可能となるよう支援します。 

【給付的事業は基本的に１割負担】 
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事 業 名 在宅介護支援センター運営事業 予算額 ３６，１５９千円 

◆ 事 業 概 要 
在宅で生活する高齢者の方やそのご家族の方から、介護に関することなどの総合的な相談を受け、専

門家が必要な保健・福祉サービスが受けられるように関係機関との調整を行います。相談は夜間も可。 
要介護状態になることを防ぐための、各種教室も開催します。【利用は無料】 

 
事 業 名 老人福祉施設措置費 予算額 ５１，２３４千円 

◆ 事 業 概 要 
環境上などの問題があり、なおかつ経済的に困窮しているため、自宅において生活することが困難な

おおむね 65歳以上の方が入所することができる施設の費用（措置費）を支出します｡ 
食事、入浴などの日常的なお世話、レクレーションや生活向上のための指導などを行ない、所得に応

じた負担金を徴収します。 

 
事 業 名 訪問介護特別対策事業 予算額 ２，１９６千円 

◆ 事 業 概 要 
障害のある人が、訪問介護サービスを利用したときに利用者負担金を軽減するため、市が負担金を助

成します｡ 
 
事 業 名 介護保険サービス利用者負担額減額措置事業 予算額 １，３９５千円 

◆ 事 業 概 要 
生計が困難な低所得者の利用者負担額を減免する場合、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人

等に対してその一部を助成し、介護サービスの適切な利用を促進します｡ 
 
 
 
 
 

健康福祉部 偕楽荘 
 
事 業 名 偕楽荘管理運営経費 予算額 ４８，０３８千円 

◆ 事 業 概 要 
老人福祉法に基づく伊賀市養護老人ホーム偕楽荘の管理運営を行い、措置入所老人（定員５０名）の

処遇を行います。 
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健康福祉部 きらめき工房 
 
事 業 名 きらめき工房管理運営経費 予算額 ４６，７３１千円 

◆ 事 業 概 要 
授産施設きらめき工房の運営事業です。知的障害者の就労支援、生活支援、授産活動等、利用者のニ

ーズに合った活動を行います。 
  
事 業 名 きらめき工房授産事業費 予算額 ４，９３４千円 

◆ 事 業 概 要 
市内企業の下請け作業や陶芸品、さをり織り、パンの製作販売を行い、その売上を財源として材料を

購入したり、施設利用者に工賃を支払います。 
 
 

健康福祉部 健康保険課 
 
事 業 名 国民年金事務経費 予算額 １，６００千円 

◆ 事 業 概 要 
啓発活動や相談業務を通じて年金制度の周知と意識の向上を図り、国民年金の加入・納付促進に努め

ています。 
 
事 業 名 医療助成経費 予算額 ４０４，５５９千円 

◆ 事 業 概 要 
心身障害者、一人親家庭等の母又は父及び児童並びに乳幼児の医療費の一部を助成することにより、

これらの者の保健の向上に寄与し、もって福祉の増進を図ります。 
医療扶助費及び手数料（福祉医療費証明書料）については、県１／２の補助事業です。 
 
事 業 名 医療助成経費（単独分） 予算額 ３９，７４９千円 

◆ 事 業 概 要 
心身障害者（療育手帳 B・障害者福祉手帳１級保持者）及び乳幼児（４歳以上６歳未満）の医療費の
一部を助成します。 
 
事 業 名 老人保健特別会計繰出金 予算額 ７７９，５５９千円 

◆ 事 業 概 要 
老人保健の医療事業に係る経費を補助するために、一般会計から繰出しを行います。 

 



 
47

健康福祉部 少子化対策課 
 
事 業 名 児童福祉一般経費 予算額 １１，０６０千円 

◆ 事 業 概 要 
家庭児童相談員が、児童虐待等の早期発見・家庭児童福祉に関する相談・指導を行います。また、

心身障害児療育施設・病児保育室の管理運営を委託します。 
 
事 業 名 女性相談事業 予算額 １，９０６千円 

◆ 事 業 概 要 
女性相談員が、ＤＶ等による要保護女子の発見に努め相談に応じるとともに、必要な指導、措置を

行います。 
 
事 業 名 放課後児童対策事業 予算額 １９，１０６千円 

◆ 事 業 概 要 
昼間保護者のいない家庭の小学校低学年児童を育成・指導するため、上野地区にある５つの放課後

児童クラブの運営は、指定管理者に委託し、また、新たに設置する中瀬放課後児童施設の運営管理を行

います。 
 
事 業 名 子育て支援対策事業 予算額 ４６８千円 

◆ 事 業 概 要 
子どもの虐待及び配偶者からの暴力防止ネットワーク会議を設立し、子どもの健全な発達を阻害する

要因を防止するためのマニュアルを作成します。 
 
事 業 名 ファミリーサポートセンター運営事業 予算額 ３，９５０千円 

◆ 事 業 概 要 
保護者の方が仕事と育児の両立ができるよう支援し、育児相談や子育てアドバイスを行うため、拠点

施設の運営管理を委託します。 
 
事 業 名 私立保育所等運営費 予算額 １，０９６，２８６千円 

◆ 事 業 概 要 
私立保育園の運営費負担や、ゆめが丘保育所の指定管理料などです。 

 
事 業 名  私立保育所等補助金 予算額 ６１，７８０千円 

◆ 事 業 概 要  
各種特別保育事業を実施している児童福祉施設に補助します。 

 保育所地域活動事業費補助金              ６，３２１千円 
 障害児保育対策事業費補助金              ３，４８７千円 
 家庭支援推進保育事業費補助金             ５，５５６千円 
 保育所地域子育て支援センター事業費補助金      １４，３６７千円 
 家庭支援推進保育士配置基準改善事業費補助金        ７１４千円 
 延長保育促進事業費補助金              １４，０５０千円 
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 一時保育促進事業費補助金               ５，１８４千円   
 休日保育事業費補助金                 １，５２４千円 
 次世代育成支援特別保育推進事業補助金         １，０８０千円 
 次世代育成支援特別保育推進事業（低年齢児）補助金   ９，４９７千円 

 
事 業 名  母子生活支援施設措置費 予算額 １７，７２１千円 

◆ 事 業 概 要  
母子世帯の児童が福祉に欠けると認められる場合、母子生活支援施設への入所措置を行います。 

 
事 業 名  児童手当扶助費 予算額 ５６１，５００千円 

◆ 事 業 概 要  
児童の健全育成と資質の向上に寄与するため、小学校３年終了前までの児童を養育している者に児童

手当を支給します。 
 
事 業 名  児童扶養手当扶助費 予算額 ３６５，７３２千円 

◆ 事 業 概 要  
父母の離婚等により、父親と生計を同じくしていない児童を養育している母子家庭等の生活の安定と

自立を助けるため、児童扶養手当を支給します。 
 
事 業 名  母子自立支援事業 予算額 ２，８９０千円 

◆ 事 業 概 要  
母子自立支援員が、母子及び寡婦家庭の生活の安定と向上のための相談を行ったり、必要な措置を行

います。また、自立支援教育訓練に対する給付や、高等技術訓練の促進を図ることにより、母子家庭の

自立を進めます。 
 
事 業 名  保育所管理運営事業 予算額 １６０，７４２千円 

◆ 事 業 概 要  
公立保育所（園）において、子どもが健全な心身の発達を図るための運営管理を行います。 

 
事 業 名  施設改修事業 予算額 ５，０００千円 

◆ 事 業 概 要  
公立保育所（園）の施設維持や、補修工事を実施します。 

 
事 業 名  放課後児童施設整備事業 予算額 ２，７８３千円 

◆ 事 業 概 要  
中瀬放課後児童施設を設置するため、施設整備工事を行い、初度備品を整えます。 
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健康福祉部 健康推進室 
 
事 業 名  健康診査事業（負担金分） 予算額 １０９，１２０千円 

◆ 事 業 概 要 
生活習慣病の疾病を早期発見し、栄養や運動等の生活習慣の改善や早期治療に結びつけます。 

  健康診査事業 
個別基本健診（眼底検査あり） ７０歳未満、７０歳以上 
個別基本健診（眼底検査なし） ７０歳未満、７０歳以上 
肝炎検査（HCV抗体検査） ７０歳未満、７０歳以上 

     肝炎検査（核酸増幅検査） 
     成人歯科健診       ７０歳未満、７０歳以上 
 
事 業 名  不妊治療助成事業 予算額 １，０００千円 

◆ 事 業 概 要 
生殖補助医療による不妊治療を受けている夫婦の経済的負担の軽減を図るため治療に要する医療費

の一部を助成します。 
対象治療  体外受精・顕微受精 
助成額   １０万円 
助成期間  ５年間 
助成対象  平成１８年４月１日以降（申請受付は、１０月開始予定） 
所得制限  前年の夫婦合算所得が３００万円未満 

 
事 業 名  予防接種業務経費 予算額 ９１，８７５千円 

◆ 事 業 概 要 
感染症からおこる重い後遺症などを防ぐため免疫力をつけ、また、集団を同時に感染力の強い病気か

ら守り、病気を根絶します。 
乳幼児ポリオ・乳幼児三種混合・乳幼児麻しん（経過措置）・乳幼児風しん（経過措置） 
乳幼児MR（麻しん・風しん）・学童二種混合・学童日本脳炎（希望・同意者のみ） 
高齢者インフルエンザ 
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